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本領域の論文・特許のデータについては以下をご参照ください
・�ダッシュボード版：https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2025-FR-02.html
・PDF版：https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2025/FR/CRDS-FY2025-FR-03/CRDS-FY2025-FR-03_41N506.pdf

1.	 研究開発領域の定義
物質・材料の特性や機能の発現機構を解明し、その特性や機能を決定する特定元素の役割を理解し、有

効に活用することで、有害元素や海外依存度の高い希少元素に頼らずに、高機能な物質・材料を開発する領
域である。近年においては、多元素や準安定相の活用に加え、単一の機能向上にとどまらず、複数の機能を
同時に実現すること、持続可能性を広く考慮することなど、その研究開発の方向性が拡張している。

2.	 本領域の意義
日本は、2004年に諸外国に先駆けて、資源の持続可能な利用や高付加価値製品の安定的な生産を目指す

研究コンセプト「元素戦略」を提唱した。これは、必要な資源は入手できるという旧来の考え方から脱却し、
資源をデバイスや部材の中でいかに効率よく使用するか、新たな機能を引き出していかに材料の選択肢を広げ
るかという視点に立ったものである。この「元素戦略」は、2010年の中国によるレアアース輸出規制を契機
に世界中から注目を集め、欧米や中国でも類似の戦略や施策が次々に推進されている。近年では、国家安全
保障や産業的観点からの重要性だけでなく、カーボンニュートラルなど持続可能性を広く考慮することにより、
その研究開発の方向性が拡張している。

本領域は、技術革新の観点からも重要である。元素戦略が掲げる「元素の潜在能力の最大活用」の観点
からは、多元素物質や準安定相物質など、従来のデータベースに存在しない新物質を創り出すことで、従来
の物質を超える機能を探索することが可能となる。このような新規物質・材料の開発には、新たな合成手法
や評価・解析手法が必要である。新規物質・材料の機能の発現機構を理解することで、新たな物質・材料
開発の指針を得ることができるのみならず、それらの新しい手法を用いることで、さらなる新規物質・材料の
創出を促進することができる。また、データ駆動型研究開発との親和性も高く、この領域でのデータ駆動型
研究開発の発展も期待されている。

3.	 研究開発の動向
3.1	 概要

日本では、2007年以降、内閣府、文部科学省、日本学術振興会（JSPS）、科学技術振興機構（JST）
や経済産業省、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が元素戦略や希少元素代替技術に関する
多くの国家プロジェクトを実施してきた1）。この期間のプロジェクトは、磁石材料、電子材料、触媒・電池材
料、構造材料を中心に展開された。2021年には、文部科学省が、「従来の元素戦略で実践してきた物質創製・
計算科学・解析評価の融合に加えて、データサイエンス的手法や先端の計測技術などを積極的に取り入れる
ことで、未踏の多元素・複合・準安定物質探査空間を効率的に開拓し、新機能性材料を創出することで、元
素間の相互作用などを活用する元素科学を世界に先駆けて構築する」ことを目的として、戦略目標「元素戦
略を基軸とした未踏の多元素・複合・準安定物質探査空間の開拓」を設定した。その後、JST戦略的創造
研究推進事業において、チーム型研究（CREST）、個人型研究（さきがけ）が発足している。
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•	CREST「未踏探索空間における革新的物質の開発」（研究総括：北川宏、2021年度～2028年度）
•	さきがけ「物質探索空間の拡大による未来材料の創製」（研究総括：陰山洋、2021年度～2026年度）

これら以外にも近年、
•	CREST「材料創製および循環プロセスの革新的融合基盤技術の創出とその学理構築」（研究総括：岡部

朋永、2024年度～2031年度）
•	さきがけ「材料の創製および循環に関する基礎学理の構築と基盤技術の開発」（研究総括：北川進、

2024年度～2029年度）
•	環境省 地域資源循環を通じた脱炭素化に向けた革新的触媒技術の開発・実証事業「革新的多元素ナノ

合金触媒・反応場活用による省エネ地域資源循環を実現する技術開発」（代表事業者：京都大学、2022
年度～2029年度）

•	NEDO「電気自動車用 革新型蓄電池開発（RISING3）」（代表機関：京都大学、2021年度～2025年度）
•	NEDO「経済安全保障重要技術育成プログラム：高度な金属積層造形システム技術の開発・実証」（2024

年度～2028年度）
•	NEDO「経済安全保障重要技術育成プログラム：重希土フリー/レアアースフリー磁石の高耐熱・高磁

力化」（2024年度～2029年度）
•	JST「経済安全保障重要技術育成プログラム：耐熱超合金の高性能化・省レアメタル化に向けた技術開

発及び革新的な製造技術開発」（2025年度～）
などが推進されている。研究開発の対象として高機能材料や環境調和型材料が加えられ、単一の機能向上に
とどまらず、複数の機能を同時に実現することやカーボンニュートラルなど持続可能性を広く考慮することに
より、研究開発は、より社会的課題の解決に向かう方向へと進化・拡張している。

経済安全保障政策としては、2023年に経済産業省から「重要鉱物に係る安定供給確保を図るための取組
方針（2025年6月改訂）」が発表され、Digital Transformation（DX）やGreen Transformation（GX）
の推進に不可欠な36鉱種が重要鉱物として指定されている。

米国は日本に追随する形で、2010年にエネルギー省（Department of Energy: DOE）が「Critical 
Materials Strategy」を発表し、研究プロジェクトの組織化や国際協力の提案を行った。2013年には、
Ames研究所にCritical Materials Institute（CMI）が設立され、2023年からフェーズⅢ（年間3,000万
ドル×5年）が開始されている。現在では、CMIはCritical Materials Innovation Hubとされ、Ames研
究所にMachine Learning Accelerated Materials Discovery Centerも併設されており、AIや計算技術を
活用してCritical Materials Strategyの中心的役割を担っている。国家安全保障および経済的な視点では、
2017年に発令された大統領令「希少鉱物の安全かつ信頼できる供給確保のための連邦政府戦略（Federal 
Strategy to Ensure Secure and Reliable Supplies of Critical Minerals）」に基づき、内務省

（Department of the Interior: DOI）は2018年に、米国の経済および国家安全保障上の観点から35種の
希少鉱物のリストを作成した。2020年以降は、希少元素のサプライチェーン脆弱性への対処を示す大統領令
が発令され、それに基づき、希少鉱物の国内生産や鉱山廃棄物からの希少鉱物の回収への大規模な投資が
行われた。2025年3月にも引き続き、大統領令「米国鉱物生産増加のための緊急措置（Immediate 
Measures to Increase American Mineral Production）」が発令されている。これらの動きを受けて、希
少鉱物のリストは、2025年3月の発表で50種に増加した。同年8月には、DOEエネルギー高等研究計画局

（ARPA-E）が米国内の重要鉱物供給の確保と磁石製造の強化に6,000万ドルを投資することを発表した。
欧州では、2008年に打ち出した「原材料イニシアティブ（Raw Materials Initiative）」のもと、3年ご

とに希少元素リストを作成・更新しており、2023年版リストでは34種となっている。2020年に欧州委員会は
「希少原材料に関する行動計画（Action Plan on Critical Raw Materials）」として、資源の効率と循環を
改善すると同時に、責任ある資源調達を世界的に促進するための推進方策を発表した。2023年には「欧州
重要原材料法（European Critical Raw Materials Act）」が制定され、先述の希少元素リストが初めて法
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的に位置づけられるとともに、特に重要で世界の採掘量が限られている希少元素は「戦略的原材料（Strategic 
Raw Materials）」として指定され、今後4年ごとに更新されることとなった。さらに、Advanced 
Materials 2030 Initiativeによって2022年に策定されたMaterials 2030 Roadmapのもと、材料科学と
産業の発展を支える戦略的指針として、蓄電池や環境調和型マテリアルといった分野における新材料開発な
ど、材料エコシステムの構築に向けた取り組みが活発化している。

一方で、レアアースの採掘・精製で高いシェアを保持する中国は、2020年にレアアースを使った新材料や
応用技術開発の拠点となる「国家レアアース機能材料イノベーションセンター」の設立を発表した。これは、
中国産の「戦略資源」であるレアアースを使って磁石、発光体、合金など高機能材料を開発し、自国のハイ
テク産業を強化しようとするものであり、脱輸出依存モデルを目指す取り組みの一環である。レアアース管理
条例が発表され、研究開発、鉱山開発から精製分離、金属精錬などの生産、利用、製品流通までのサプライ
チェーン全体や産業化を国が統制する。2023年には、「中国輸出禁止・制限技術目録」を改定し、レアアー
ス関連技術に関して輸出禁止項目の要件を一部具体化・細分化したほか、輸出制限項目に「レアアースの採掘、
選鉱、製錬技術」が追加された。

国際協調の取り組みのひとつとしては、2011年に日米欧三極会議「Trilateral EU–US–Japan 
Conference on Critical Materials」として始まったクリティカルマテリアル・ミネラル会合「Conference 
on Critical Materials and Minerals（CCMM）」がある。2025年は、9月に米国を議長国としてシカゴで
開催される予定である。 G7 Critical Minerals Action Planとの連携も予定されており、10カ国以上の参加
により、グローバルな資源安全保障とサプライチェーン強化が議題となる見込みである。

3.2	 トピックス
•	新たな合成手法および構造解析手法

持続的に新規物質・材料を創出するためには、元素の多様性を引き出し、資源制約を克服するための新し
い合成手法や評価・解析手法の開発が必要である。例えば、有機合成の分野では、従来のフラスコ内反応と
は異なるフロー合成2）やメカノケミカル合成3）などの新しい手法により、反応プロセスの選択肢が大幅に広がっ
ている。これらの手法は、有機溶媒の使用量を大幅に削減できることから、環境調和性を兼ね備えた持続可
能な元素利用を実現する技術としても注目されている。また、無機材料の合成においても、エネルギー消費
を抑える低温プロセスとして、マイクロ波合成や圧力波を利用した合成手法4）、3Dプリンタを活用した合金合
成5）などの技術が進展しており、希少元素に依存しない新規材料探索の可能性を大きく広げている。また、
無機結晶の構造解析においては、粉末X線回折（XRD）を用いたリートベルト構造解析が非常に一般的になっ
ているが、結晶構造が全く推測できない未知の物質に対しては適用が困難である。中性子回折を組み合わせ
たり、電子回折トモグラフィーを用いて大まかな構造を決定した後、放射光XRDで精密に結晶構造を決定し
たりするなど6）、統合的な構造解析が必要となる。構造解析のもう一つのトレンドとして、完全な秩序と完全
な無秩序の間に位置する短距離秩序の解析があげられる。そのような構造を記述するためには、新しい方法
論やモデリング手法の開発が重要である。こうした多様な評価手法と組み合わせた統合的な構造解析技術は、
複雑な元素配置や準安定相を含む多元素系物質の理解を深化させ、本領域が目指す革新的材料創製の基盤
となる。

•	計算科学およびデータ駆動型研究開発
ハイエントロピー材料を含む多元素物質や準安定相材料などの広範な探索空間を活用しようとするこの領

域は、計算科学およびデータ駆動型研究開発との親和性が高いといえる。計算科学においては、近年、機械
学習ポテンシャルの発展が注目されている7）。代表的な材料シミュレーションである第一原理計算の精度を保
ちながら、1万倍以上の速度で計算することが可能になりつつある。日本でも、Matlantis社が汎用性の高い
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機械学習ポテンシャルによるクラウドサービスを提供している1。機械学習ポテンシャルを利用することで、大
規模な計算が可能となり、希少元素を含む膨大な組成群の中から、資源制約を回避しつつ代替可能な材料を
効率的に探索する基盤を提供することができ、より現実に近い材料を扱えるようになると期待される。また、
不純物を持つ系を取り扱うことを可能にした第一原理計算手法であるAkaiKKR8）も、現実の材料に即した計
算を可能とし、特定元素に依存しない機能発現メカニズムの理解や代替材料設計に資する手法として近年注
目されている。

さらに、ロボット合成装置とAIを融合した自動自律実験が、材料合成における新たな可能性を拓きつつあ
る9）。近年では、研究開発者が一切介入することなく、ロボットのみで新規光触媒や酸化物を設計・合成し
た事例も報告されており、希少元素代替や多元素物質の迅速な探索を可能とする材料探索のパラダイムシフ
トが始まっている。

3.3	 課題
材料開発競争の激化から、新材料の探索から実際の材料作製に至る材料設計や作製プロセス設計も含め

た開発期間の短縮が求められている。特に元素戦略の観点からは、限られた希少元素への依存を減らし、豊
富な元素を活用する持続可能な材料創製のために、原子レベルで物質の結晶構造や局所構造をミクロに設計
するだけでなく、微細組織や界面などメゾスケールの構造の制御、さらにはバルクの材料（素材）としてのマ
クロスケールにいたる階層的な不均一構造について、それらの構造情報や特性の要因を明らかにし、材料設
計・プロセス設計へとフィードバックすることが極めて重要である。材料開発が原子レベルで行われるように
なり、材料の分析手段も原子レベルで行われる必要が出てきており、放射光施設や高性能な電子顕微鏡を用
いることで材料の静的な構造などは詳しく解析されるようになっている。しかし、実際の反応場で材料がどの
ように振る舞っているかの多くは未だ解明されていない。反応機構の解明は材料開発にとって不可欠であり、
新たな指針を与えるものである。そのためにはその場観察（オペランド）実験手法の確立が必要となる。多
元素物質や準安定物質は、単元素物質や最安定相物質に比べ、その反応雰囲気によって、静的な構造と反
応中の動的な構造がより大きく異なることが予想される。したがって、構造の変化を捉え物質・材料設計に
反映することが必要となる。短距離秩序のオペランドやin-situ 測定においては、構造を記述するための方法
論やモデリング手法と、多様な評価手法を組み合わせた統合的な構造解析によって、興味のある短距離秩序
を捉えることが可能となると期待される。例えば、前述の電子回折トモグラフィーは、材料中の微量な成分を
特定できるだけでなく、欠陥構造や界面など、さまざまな未知の構造を解析するのに有用であるが、このよう
な電子顕微鏡を一研究室で所有するには限界があるため、日本全体での整備が求められる。

また、多元素系材料開発においては、熱力学的な相の制御技術が重要である。準安定相などの多種多様
な安定相の設計と制御を行う指針、および実際にそれらを実現するための作製プロセス技術開発が必須であ
り、プロセス中のオペランド計測や計算科学、データ駆動型研究開発に基づく高度なプロセス制御技術の開
発を進めていくことが不可欠である。AIロボットを用いた自動自律実験が行われているが、現状ではロボット
や自動合成装置は、決まった方法での合成が主流であり、複雑な動きには対応できない。特に、多元系にお
いては、出発材料の混合過程や溶媒などの組み合わせが、合成の可否に影響を与えることが少なくない。そ
のため、さらなる物質・材料開発には、単にハイスループットであるだけでなく、細かな条件調整や合成手
順の変更が可能な装置の開発が重要であると考えられ、データ駆動型研究開発の発展が期待される。

元素機能の発現機構は、物理、化学、金属などの既存の学問領域が単独で解明できるものではないため、
異分野の力を結集することが重要である。異分野連携・融合によってさまざまな学問領域の視点から機能発
現機構を解明することが材料挙動の原理解明に直結し、材料の革新につながる可能性が高い。しかし、日本

1	 2025年10月時点で96元素に対応。Matlantis, https://matlantis.com/ja/（2025年10月6日アクセス）.
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では、自分が所属する学会の枠の中で研究を行う研究者が多い。例えば近年、不均一触媒の分野で、磁性
が重要であることを示された10）, 11）。このように触媒（化学）と磁性（物理）が融合するところに新しい学問
がある。特に日本では異分野連携・融合が自然発生的に生まれることは一般的には期待できず、政策的な誘
導が必要である。

3.4	 各国・地域の取り組み
【日本】

3.1 概要で述べたように、2007年以降、現在も内閣府、文部科学省、経済産業省、JST、NEDOなどに
おける多くの関連国家プロジェクトが推進されている。2025年6月に改訂された内閣府の「マテリアル革新
力強化戦略」においても、資源確保等のサプライチェーン強靱化、循環経済実現の観点、また広い持続可能
性の観点から、希少資源代替やリサイクル等のマテリアルの機能を最大化する高度製造プロセス技術が重要
であり、日本の自律性・優位性・不可欠性の確保に直結する、と述べられている。今後、重点分野として、
研究開発や社会実装を推進するとしている。実際、これまでの多くのプロジェクトで開発された成果をもとに
新物質・新材料の実用化が進みつつある。また、経済安全保障の一環として、「重要物資の安定的な供給の
確保に関する制度」により、特定重要物資の安定供給を図るために2.4兆円規模の助成も実施している。

［評価*　基礎研究：現状○／トレンド↗、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］

【米国】
3.1 概要で述べた動向に加えて、第２次トランプ政権では、レアアースや電池などで利用される多くの鉱物

を中国をはじめとした外国に依存している状況からの脱却と国内製造基盤の再構築を目的とした施策が活発
化している。トランプ大統領は、2025年1月、レアアースに関する政策を含むエネルギー関連の5つの大統
領令に署名した。各種規制を見直し緩和していくための措置が多数盛り込まれている。また、これに基づき、
DOEは2025年8月、重要鉱物・材料の国内供給網強化に向け、総額約10億ドル（約1,500億円 2）規模の
支援策を発表した。レアアース磁石、半導体用ガリウム・ゲルマニウム・炭化ケイ素、リチウムなどの広範囲
にわたる生産技術の開発、有害物質・廃棄物などからレアアースを抽出する技術などを対象とするとしている。

［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド↗、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］

【欧州】
3.1 概要で述べた取り組みに加えて、欧州委員会は2025年3月、「欧州重要原材料法（European 

Critical Raw Materials Act）」に基づき、重要原材料に係る47の戦略プロジェクトを選定した。このプロジェ
クトは、EU加盟国13か国にまたがり、採掘活動が25件、加工が24件、リサイクルが10件、原材料の代
替が2件となっている。原材料の代替に関するプロジェクトとしては、ドイツのバッテリーグレードのグラファ
イトの代替、ベルギーのゲルマニウムの代替が採択された。今後、新たな募集も予定されている。全体で
22.5億ユーロ（約4,000億円2）の資本投資が見込まれており、欧州における戦略的原材料の採掘、加工、
リサイクルを2030年までにそれぞれ欧州の需要の10％、40％、25％を満たすことを目指すとしている。さら
に、英国でも重要鉱物戦略の策定など独自の取り組みが展開されている。

［評価*　基礎研究：現状○／トレンド↗、応用研究・開発：現状○／トレンド↗］

【中国】
レアアースの採掘・精製において高いシェアを武器とした国家戦略を実施する一方で、2021年に国家発展

2	 2025年10月6日時点のレートで計算。
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改革委員会（NDRC）が発表した「第14次五カ年計画 循環型経済発展計画」（2021年～2025年）では、
急増する電気自動車用バッテリーや太陽光パネルなどの新型廃棄製品からの希少金属の分離・回収について、
品質やコストに関する課題が示されており、循環利用能力の向上に取り組んでいる。また、工業情報化部

（MIIT）などが発表した「第14次五カ年計画 原材料産業発展計画」では、レアアースを含む先端基礎材料、
半導体、電池などの戦略的材料、およびハイエントロピー材料やナノ材料などの最先端材料を含む多様な重
点材料の開発を強化するとしている。本領域の論文数は近年、世界トップの地位を維持しており、そのシェア
も拡大を続けている。

［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド↗、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］

【韓国】
韓国産業通商資源部は、2023年に重要鉱物資源のサプライチェーン安定化のための「核心鉱物確保戦略」

を発表し、半導体や二次電池などの先端産業の鉱物資源調達の特定国に対する依存度を下げるとともに、国
内の鉱物資源を最大限活用することで、自然災害や地政学、価格高騰などのサプライチェーンリスクの低減
を目指すとしている。具体的には、2030年までにリチウム、コバルト、黒鉛など、特定国からの輸入依存度
が現在80％以上の鉱物資源について、輸入依存度を50％台に引き下げ、2％台となっている重要鉱物資源の
リサイクルの割合を20％台に引き上げる。基礎研究については、国際共著率が高まり、論文インパクトが上
昇傾向である。

［評価*　基礎研究：現状○／トレンド↗、応用研究・開発：現状△／トレンド↗］

*�基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲、応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲 
現状（日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価）： 
　　◎ 特に顕著な活動・成果が見えている　〇 顕著な活動・成果が見えている、 
　　△ 顕著な活動・成果が見えていない　　× 特筆すべき活動・成果が見えていない 
トレンド（ここ1～2年の研究開発水準の変化）： ↗上昇傾向、→現状維持、↘下降傾向
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